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国東市重藤地区の営農・基盤整備計画について
 議題１

山間部
A=5.1ha

水田部
A=11.8ha
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国東市重藤地区の営農・基盤整備計画について
 議題１
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国東市重藤地区の営農・基盤整備計画について

 議題１

園地1

園地2

凡　　　例

園　地

非農用地

市　道

防風ネット 幅 3.5m

園地内道路 幅 4.0m

法　面

山間部 A=5.1ha
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国東市重藤地区の営農・基盤整備計画について

 議題１

A園地

B園地
C園地

D園地

非農用地

E園地

G園地

F園地

H園地

非農用地

凡　　　例

園　地

非農用地

市　道

防風ネット 幅 3.5m

園地内道路 幅 4.0m

排水路

水田部 A=11.8ha
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情報共有（大規模園芸団地の効果）

１. １０＋プロジェクトにおける 『大規模園芸団地』 のイメージ

 議題１
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品 目 : オリーブ
面 積 : ３８ｈａ

品 目 : 醸造用ぶどう
面 積 : ２４ｈａ

担い手 : (株)石和田産業
所 在 : 宇佐市

品 目 : ゆず
面 積 : １７ｈａ

担い手 : (株)大分サンヨーフーズ
所 在 : 杵築市

情報共有（大規模園芸団地の効果）

２. 大規模園芸団地 県内事例

 議題１

品 目 : かぼす
面 積 : ２２ｈａ

担い手 : (株)ハマノ果香園
所 在 : 国東市

担い手 : キュウセツＡＱＵＡ(株)
所 在 : 国東市
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情報共有（大規模園芸団地の効果）

３. “大規模園芸団地”が目指す姿 ⇒ “産地形成”を起点とした“持続可能な地域農業の確立”と“周辺への波及効果”

 議題１

効率的で競争力の高い団地

大規模園芸団地の形成

産 地 形 成

①担い手確保の好循環
営農モデルを呼び水に新たな担い手を呼び込み
全国からも選ばれる“おおいた”

②雇用創出
地元住民等の雇用機会の増大
農大・農高生やUIJターンなど
若年層の呼び込み・定着
☞次なる経営者人材へ成長

③人口増加
新規従業員や交流人口等の増加
☞観光農園化など交流拠点の創出

他地域へ
他市町へ

波及

次なる産地へ
“好循環”の“連鎖”

①農地の有効活用
荒廃農地等の未利用農地の再生

②周辺農地への好影響
周辺農地や農道等の保全
多面的機能の発揮・維持
地域一体での鳥獣害防止

①地域経済の活性化
生産額の増加、流通の活性化
地元産品の拡大や
加工・６次産業化への発展

県農業の“成長産業化”

②消費拡大
消費活動・地元経済の活性化

③税収増加
企業参入（現地法人）や事業所設置等による税収増加
☞法人住民税、固定資産税、住民税など

“経済波及額※”は生産額の約９倍が期待
※食品製造・流通・外食等 〈令和6年農林水産統計より〉
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情報共有（農林水産省「日本の農林水産行政の戦略本部」生産性向上WG）
 議題１

4)生産性向上イニシアチブ（モデル形成プロジェクト）
今後の主な課題を、「資本」「農地」「人」とした上で、全国でモデル形成プロジェクトを展開する旨打ち出し

１．概要
1)日本の農林水産行政の戦略本部
設置 ： 令和7年12月5日
構成 ：

目的 ： 農林水産業と食の分野で、攻める分野・守る
分野を明確にし、具体的な“戦略”を策定

2)生産性向上ＷＧ
設置 ： 令和8年2月20日

構成 ： 農水省と有識者、品目の主産県に加え、

品目横断的立場で大分県も参加

目的 ： 我が国の強みとなる品目(りんご、米、茶等)の伸長の

ため、形成すべきモデル及び生産性向上の推進方策

を検討し、“生産性向上イニシアチブ”を策定

経過 ： ①R8.2.20(第1回)；品目ごとの勝ち筋、各県取組紹介

②R8.3.13(第2回)；関係者ヒアリング、各県取組紹介

③R8.4.28(第3回)；対応方針まとめ

④R8.6.10(第4回)；ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ策定(ﾓﾃﾞﾙ形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)

戦
略
本
部

”
戦
略
と
り
ま
と
め
 
”

日
本
の
成
長
戦
略
本
部
で

種子・種苗確保

攻め フードテック

食文化産業

生産性向上

米の需要創造

守り 中山間振興

本部長 鈴木大臣

本部長代理 根本副大臣・山下副大臣、

広瀬政務官・山本政務官

本部長補佐 事務次官

本部員 審議官、官房長、各局長

事務局 大臣官房政策課

3)大分県の取組紹介
R8.2.20第1回ＷＧで、本県取組を紹介

・中山間地域が７割、農業者の減少・高齢化など厳しい

情勢の中、農業産出額はR元年以降、増加基調

・H19以降の「企業の農業参入」の重点推進が寄与

専任部署を設け、18年間で延べ400件参入

・新たに大規模園芸団地「１０＋プロジェクト」を始動

R6～15の10年で10ha以上の団地を全市町で整備
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情報共有（農林水産省「日本の農林水産行政の戦略本部」生産性向上WG）
 議題１

※Ｒ８．６．２５公表
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「大分県中山間地域農業・農村活性化指針」に基づく市町の取組計画
 議題２

課題名 概要

中山間地域における担い手支援
◎農業用機械の更新や修理の費用負担が難しく離農するケースが増えており、兼業農家に対する支援施策を進めたい
◆農業所得の要件を設けた兼業でも対象可能な事業を検討

「農地・継承情報の共有化」と「地域計画と連携した担い手の確保」
の推進

◎経営継承に向けて、各種制度や管理データを一元化するデータ統合基盤が必要で「複合経営」「半農半X」モデルも検討
◆課題は多様な就農モデルの横展開に向けた担い手確保と「統合型農業データ管理システム」の構築

新規就農者の確保・育成
◎地域内に既に人がいない事から、農地保全団体やサラリーマン週末農業、新規就農者の育成など幅広な担い手確保が必要
◆課題は狭小農地等の条件不利農地で収益をあげられる品目や経営モデルの作成

担い手の確保
◎担い手が決まっていない圃場があるため、バスツアーなど様々な手法で就農者を広く募集する
◆課題は施設整備にかかる初期投資の高さ

集落営農組織における構成員・担い手の確保・育成
◎構成員の高齢化による活動の停滞が懸念されており、構成員の若返りと多様な担い手の確保が必要
◆地域計画の協議と実情の把握、各集落営農組織への意向確認（近隣集落への参入等）

集落営農組織の見直し
◎集落営農組織に若手農業者や後継者の参画を促進するとともに、農地の集積・集約化を進め、持続可能な地域農業の実現を目指す
◆組織ごとの話し合い活動の支援や、経営計画や役員体制の見直し・若手生産者の参画促進など地域の今後についての場を持つ

持続可能な経営体としての集落営農法人の経営力強化
◎集落営農の経営維持や継承・拡大に向けて集落営農法人の雇用補助等実施している
◆課題は解散法人などに対して、大きな面積を継承が可能な企業等の担い手確保など

中山間地域における集落営農法人の継承者確保について
◎集落営農法人の解散が増加しており、法人同士の連携や継承を進める必要があり、現在は地元就農者等とのマッチングを支援中
◆農地だけではなく機械等の資産継承も含めた円滑な継承を進める必要がある

耕作条件不利な果樹産地における担い手の確保
◎SS等の運用が出来ない圃場の維持にはドローン防除等の作業受託が必要、ドローンの連携企業やサービス事業体を検討する
◆課題は、果樹園の中間管理で現在は借り手が決まっていなければ対応不可で中間保有したとしても継承の確実性がない

収穫作業受託体制の検証・普及
◎高齢化で収穫労働力が不足している地区において、地元の生産法人と連携した収穫作業受託の構築を検討
◆課題は新規作業受託業者の運用改善や拠点集出荷場の運用率向上

基盤整備実施に伴う新規園芸産地を核とした新たな担い手の確保・
育成

◎大規模園芸団地で進めている地区で「地元＋新たな担い手」を包括した再整備を検討
◆課題は高収益作物や園芸品目の導入で、地域として同一園芸品目を取り組むことなど検討

放牧地生産基盤整備事業
◎自給飼料の生産基盤を確立するため、放牧経営の新規参入や規模拡大に取り組む事業者に対し支援する
◆兼業から専業への転換で畜舎や放牧地などインフラ・経営基盤整備が必要となる

担い手確保（企業参入）の取組
◎従前より基盤整備要望があったものの、事業主体になれる担い手が不在のため、企業等含め域外からの参入誘致を検討
◆課題は産地づくり計画への方向付けで、既存品目以外も含め幅広に担い手を検討

担い手の確保について
◎地域おこし協力隊を募集し、外郭団体職員と連携して3年間(最長5年間)農作業に従事し、就農も視野に入れたモデル
◆課題は就農候補地の整備で、事業手法等検討中

中山間地域直接支払交付金活用集落における高齢化等に伴う後継
者不足

◎第６期でネットワーク化など取り組んでいるものの厳しい状況で集落環境の維持・発展に対する抜本的な制度改革が必要
◆課題は地域だけで地域を維持できないような実態がある事で、地域の水利組合等はすでに弱体化している

地域特性に応じた新規就農者の育成と定着による農地の維持・活
性化

◎中山間地域では荒廃農地が増加しており、低コストな担い手確保対策として遊休ハウス活用を検討
◆課題は燃油高騰対策や施設の再整備費用の負担軽減と空き家バンク等活用した居住・生活支援等の総合サポート

「農村暮らし」のパッケージ化
◎担い手確保には「産業」と「生活」の両面でのトータルサポートが必要、研修用農地＋住居セットのモデルを検討
◆課題は「お試し住宅」等の移住に係る仕組みの再構築で「研修農場＋住居」のセットで提案できるようにしたい

土
地
（

農
地
）

農
村
・
そ
の
他

取組計画

人
（

担
い
手
）

担
い
手

集
落
営
農

サ
ー

ビ
ス

事
業
体
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中山間地域が経済起点となる可能性を示す

今後の取組
 議題２

◆市町推進本部との意見交換で見えてきた課題と今後の取組の方向性

＜誰がやるのか＞

＜財政・人的資源等の制約＞

＜様々な対策はあるが＞

一方で

◆県推進本部の今後の取組の方向性
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今後の取組
 議題２

【中山間開発モデルイメージ】

【人口減少で未利用農地増加】
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今後の取組・スケジュール
 議題２

県

推
進
本
部

市
町

推
進
本
部

➣
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現状・課題と目指す方向
 議題３

目指す方向 粗飼料目指す方向 濃厚飼料

現状・課題

配合飼料や輸入乾牧草は価格高騰〈R8/R2 ⇒１．５倍〉

生産コストに占める飼料費割合が高い <(R5)肥育牛３５％、肥育豚７４％>

＜濃厚飼料＞配合飼料価格（工場渡し） ＜粗飼料＞乾牧草輸入価格（税関価格）

資料：（公社）配合飼料供給安定機構「飼料月報」

R8/R2
１４９％

円/トン

飼料用米への代替による“飼料費削減” 粗飼料自給率の向上による“飼料費削減”

１戸あたり飼養頭羽数の規模拡大が進行〈肉用牛 R6/H26 ⇒１．６倍〉

飼料用米 30円/kg ＜ 配合飼料 98円/kg

飼料用米活用による畜産物のブランド化推進

（おおいた和牛・米の恵み豚等）

Ｒ１５目標 配合飼料自給率５％ (R7:1.7%)

自給飼料 27.3円/kg ＜ 輸入飼料 57.5円/kg

Ｒ１５目標 粗飼料自給率８２％ (R7:58%)

・配合飼料や輸入乾牧草の価格高騰により畜産経営は厳しい情勢
・主食用米の高騰を受け、水田を活用した飼料生産が減少
⇒畜産経営安定に向け、外部要因に左右されにくい自給飼料への転換が必要

R8/R2
１５５％

円/ｋｇ

資料：財務省「貿易統計」

-18-



今後の対策推進状況計画（R8.2月提示）

①２２３経営体をリスト化

②１５経営体
拡大意向＋約１３ha

①推進対象リスト化

②作付け推進
耕
種
農
家

③４経営体
拡大意向＋７５ha(R10目標)

④コンバイン等導入支援
【(県単)自給飼料生産拡大対策】

③拡大希望者リスト化

④機械導入支援(検討)
畜
産
農
家

（単位：ha）

生産面積の現状と目標

推進状況と今後の取組・スケジュール（飼料用米）
 議題３

1,932 

1,015 

2,872 2,903 

0.9千

３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月

Ｒ９年産需要量調査
【飼料用米活用プロジェクト】

Ｒ９年産需要量の周知・マッチング

【県・市町】

Ｒ
９
年
産
以
降
の

水
田
政
策
方
向
性

R8年産確保量等の共有等
【飼料用米活用プロジェクト】

水田政策を受けた対応・検討
R9年産需給状況の共有等
【飼料用米活用プロジェクト】

濃厚飼料対策【飼料用米】

＜スケジュール＞

飼料用米活用プロ
ジェクト等で協議

R8
4月末
時点

R7
実績

R5
実績

R10
目標

R15
目標

▸拡大意向経営体の支援

Ｒ９年産以降の
水田政策方向性

＜対策案＞

【市町との連携必要】

▸複数年契約の推進
▸産地交付金の活用

▸耕畜連携の広域化推進
▸単収向上・省力化推進
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推進状況と今後の取組・スケジュール（粗飼料）
 議題３

＜スケジュール＞

今後の対策推進状況計画（R8.2月提示）飼料種別

①９５経営体
拡大意向＋１８５ha 申請中（R10目標）

②機械導入支援 【県単・国庫事業】

③法人等の集約農地の空き状況やまとまっ
た裏作未利用地に係る情報収集中

④裏作にかかる手続き整理

①拡大希望者のリスト化

②機械導入支援(検討)

③作付希望者への農地集積

④裏作未利用地の活用

青刈り
とうもろ
こし

飼
料
作
物 その他

飼料作物

稲WCS

⑤１５地区を選定
⑥８牧野 ４９ha

耐暑性品種への転換、土壌改良を支援
【(県単)自給飼料生産拡大対策】

▸７地区＋６０ha (R10目標)

草地整備支援
【(国庫)草地畜産基盤整備】

⑦需給状況に応じて今後検討

⑤推進対象選定
⑥耐暑性品種への転換

⑦広域流通体制の整備

牧草
（牧野）

３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月飼料種別

青刈りと
うもろこ

し

飼
料
作
物

その他
飼料作物

稲WCS

牧草
(牧野)

Ｒ９年産需要量調査

【飼料広域流通協議会】

Ｒ９年産冬作（ｲﾀﾘｱﾝﾗｲｸﾞﾗｽ・えん麦等）の推進

【県・市町】

牧野の生産性向上及び草地整備の支援、取組拡大の推進、
新たな牧野の取組促進、広域流通の検討 【県・市町】

Ｒ９年産需要量調査手法検討

単収向上に向けた研修会

【飼料広域流通協議会】

生育指導・排水対策検証

【県】 Ｒ
９
年
産
以
降
の

水
田
政
策
方
向
性

粗飼料対策

生産面積の現状と目標
*牧野含まず

▸広域流通の検討
･効率的な堆肥運搬実証
･飼料中継地点の確保

5,028 

4,311 

5,314 
5,600 （単位：ha）

R8
4月末
時点

R7
実績

R5
実績

R10
目標

R15
目標

4.1千

【飼料広域流通協議会】

Ｒ９年産以降の
水田政策方向性

▸拡大意向経営体の支援

飼料広域流通
協議会等で協議

【市町との連携必要】
▸水田裏作(冬作)拡大推進

【市町との連携必要】
▸単収向上推進(産地交付金等)

＜対策案＞
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大分県農業成長産業化推進本部の今後のスケジュール
 その他

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

　

ん
つ
い
て

中
山
間

畜
産
振
興

１２月 １月 ２月 3月

農
業
成
長
産
業
化
推
進
本
部

1
0
+

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

項 目
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月
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［目 次］

・市町農業成長産業化推進本部の取組状況
・おおいた農林水産業元気づくりビジョン２０２４の進捗状況
・「大分県中山間地域農業・農村活性化指針」に基づく取組計画
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おおいた農林水産業元気づくりビジョン２０２４の進捗状況
［巻末資料］
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